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要旨 

2016年 4月の公職選挙法改正によって、期日前投票の投票時間の拡大と共通投票所制度の創設が可能となった。こ
の共通投票所の導入は、準備期間が短く、専用回線の整備などが必要なことから、先の第 24回参議院選挙では、全
国で 4自治体の開設にとどまった。本研究では、全国の選挙管理委員会に対して行ったアンケート調査をもとに、
共通投票所の設置が広がらなかった原因を探り、期日前投票所の拡大と合わせて、その課題と展望を論じる。 

 

1. 調査の背景    

2016年 4月の公職選挙法改正によって、18歳への選挙権の拡大と合わせて、期日前投票における投票時間

の拡大(弾力化)と共通投票所制度の創設が可能となった。 

期日前投票における投票時間の拡大については、従来の期日前投票の投票時間が 8時半から 20時までであ

ったところ、最長で前後 2時間づつ(6時半から 22時まで)の延長が可能とされたのである。この投票時間の拡

大は、2016年 7月の第 24回参議院選挙では、70カ所で実行に移された[1]。 

共通投票所の設置は、投票日当日に行政区内の有権者なら誰でも投票可能な投票所を設置することを指し、

有権者は通常投票することとされる居住地近くの指定投票所と共通投票所のいずれかの投票所を選択可能と

された。ただし、準備期間が短く、専用回線の整備などが必要なことから、先の 2016 年 7 月の第 24 回参議

院選挙では、全国で 4自治体 7 カ所の開設にとどまった[1]。 

本研究では、情報システムの導入という観点にも配慮しながら、全国の選挙管理委員会に対して行ったア

ンケート調査をもとに、共通投票所の設置が広がらなかった原因を探り、期日前投票所の拡大と合わせて、

その課題と展望を論じる。 

 

2. 調査の概要 

株式会社パイプドビッツ政治山カンパニーと島根大学は、47都道府県と 1741の基礎自治体の選挙管理員会

を対象に、2016年 8月 22日から 9月 15日(9月 5日から延長)まで、メールによる案内とインターネットによ

る回答からなるアンケート調査を実施した。 

アンケート調査の実施にあたっては、まず都道府県選挙管理委員会に対して基礎自治体の選挙管理委員会

への展開を依頼し、了承を得られなかった地域については、個別に基礎自治体の選挙管理委員会に問い合わ

せを行った。その結果、得られた回答は 785 件であった。その回答結果については速報として[2]を公開済で

あるが、以下に追加の分析も加えて調査の結果を示す。 

 

3. 調査の結果 

3.1. 弾力化の課題 

「「期日前投票の投票時間の弾力化」は 70 の自治体で実施されましたが、およそ 95%の自治体では実施さ

れませんでした。もっとも大きな課題は何だと思いますか。」とし、六つの選択肢からひとつ選ぶよう依頼し
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た。その結果は以下のとおりである。 

1．利用者が見込めない     56.2% 

2．準備期間の短さ      4.1% 

3．投票所(スペース)の確保     1.4% 

4．従事者の確保              15.5% 

5．選挙事務の負担増     17.6% 

6．その他（自由記述）      4.6% 

 利用者見込み少なさへの懸念が一番の課題として認識されていた。その他、従事者の確保や選挙事務の負

担増など、準備にまつわる負担も課題となっていたことが示唆された。 

 

3.2. 弾力化による投票環境の向上度合い 

 「今回の参院選で、「期日前投票の投票時間の弾力化」は投票環境の向上にどの程度効果があったと思いま

すか？」とし、五つの選択肢からひとつ選ぶよう依頼した。その結果は以下のとおりである。 

1．効果はなかった                    8.8% 

2．どちらかというと効果はなかった   16.1% 

3．どちらともいえない               63.2% 

4．どちらかというと効果はあった      9.6% 

5．効果はあった            2.4% 

 「どちらともいえない」との回答が顕著であった。投票時間の弾力化が実施された事例の数が必ずしも多

くないことから、その効果の判断は留保されたものと考えられる。ただし、効果がないとする 1・2と効果が

あるとする 4・5では、1・2の方が多く、あまり効果が認められていない様子もうかがえる。 

 

3.3. 弾力化の拡大について 

 「「期日前投票の投票時間の弾力化」はこれから拡大していくべきと思いますか？」とし、五つの選択肢か

らひとつ選ぶよう依頼した。その結果は以下のとおりである。 

1．拡大すべきでない         11.0% 

2．どちらかというと拡大すべきでない 15.9% 

3．どちらともいえない                63.6% 

4．どちらかというと拡大すべき         7.9% 

5．拡大すべき                         1.7% 

 この点についても、「どちらともいえない」との回答が顕著であった。消極的な賛成を含めた「拡大すべき」

よりも、消極的な反対も含めた「拡大すべきでない」の割合が大きかった。投票時間を延ばすこと自体に消

極的な自治体も少なくないことがうかがえる。 

 

3.4. 共通投票所の阻害要因 

 「本年 4 月の総務省調査では 206 の自治体が「共通投票所を設置すべく検討中」と回答したものの、実施

した自治体数は 4にとどまりました。ほとんどの自治体で設置に至らなかった理由は何だと思いますか。」と

し、複数選択を可能として、以下の八つの選択肢から選ぶよう依頼した。その結果は以下のとおりである。 

1．利用者が見込めない        5.0% 

2．準備期間の短さ                   10.7% 

3．投票所（スペース）の確保         11.3% 

4．従事者の確保                     13.3% 

5．選挙事務の負担増                 14.8% 

6．ネットワーク構築の費用           24.3% 

7．不正投票防止の体制作り           18.4% 
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8．その他（自由記述）                2.2% 

 「ネットワーク構築の費用」が一番選択されていた。また、「不正投票防止の体制作り」も選ばれていた。

さらに、「選挙事務の負担増」や「従事者の確保」が続いた。これらは「期日前投票の投票時間の弾力化」に

関する質問でも選択されていた回答であるが、共通投票所に関する質問では複数選択が可能でありながら、

期日前投票の投票時間に関する質問で多く選択されていた「利用者が見込めない」は少なかった。共通投票

所の設置については、自治体側の準備に課題があったことがうかがえる。 

 

3.5. 共通投票所設置による投票環境の向上度合い 

 「「共通投票所の設置」は投票環境の向上にどの程度効果があると思いますか？」とし、五つの選択肢から

ひとつ選ぶよう依頼した。その結果は以下のとおりである。 

1．効果はない           2.4% 

2．どちらかというと効果はない      7.8% 

3．どちらともいえない             40.3% 

4．どちらかというと効果はある     38.6% 

5．効果はある                     11.0% 

この質問については、「どちらともいえない」という回答が多かったものの、「どちらかというと効果はあ

る」と「効果はある」を合わせる半数近くとなり、投票環境の向上に対してある程度の効果が見込まれると

認識されている様子がうかがえた。 

 

3.6. 共通投票所の拡大について 

「「共通投票所の設置」はこれから拡大していくべきと思いますか？」とし、五つの選択肢からひとつ選ぶ

よう依頼した。その結果は以下のとおりである。 

1．拡大すべきでない         4.7% 

2．どちらかというと拡大すべきでない  8.4% 

3．どちらともいえない               59.6% 

4．どちらかというと拡大すべき       22.3% 

5．拡大すべき                        5.0% 

この質問についても「どちらともいえない」という回答が多かった。実態として共通投票所の設置例が少

なかったことから、その拡大について現段階では評価し難いということのあらわれであると考えられる。た

だし、拡大すべきとする 4・5 と拡大すべきではないとする 1・2 では、4・5 の方が回答数は多く、基調とし

ては拡大すべきと考える自治体が見られることも確認された。 

 

3.7. 期日前投票所の拡大及び共通投票所の設置の課題 

「今後「期日前投票の投票時間の弾力化」を実施するにあたって、何が課題になるとお考えですか？」と

「今後、「共通投票所の設置」を実施するにあたって、何が課題となるとお考えですか？」の二つの質問も行

った。この二項目は自由記述で 500 文字程度での回答を依頼した。ここでは、自由記述の回答につき、町村

N=334と府県市N=451に分けて、テクスト分析の結果を示す。 

テクスト分析では、「名詞」及び「サ変名詞」、「形容動詞」と分類されたワードに着目し、頻出語の上位を

示す。 

 表 1は、「期日前投票の投票時間の弾力化」に関する課題の頻出語の一覧である。町村と府県市の間で、名

詞とサ変動詞の頻出語に大きな差は見られない。本稿 3.1で、投票時間の弾力化については「利用者が見込め

ない」が最も選択されていたことを示した。しかし、名詞で「事務」「立会」「費用」、サ変名詞で「確保」「従

事」「負担」が上位にあり、今後の課題としては、利用者以上に、自治体の事務負担が課題として認識されて

いることがうかがえた。形容動詞では、町村側に「小規模」という語が見られた。小規模ゆえに負担が大き

かったり、小規模ゆえに効果が見込めなかったりといった回答が見受けられたのである。 
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表１ 「期日前投票の投票時間の弾力化」に関する課題の頻出語 

 

(作成：筆者 表中の数字は語の登場回数) 

 

 表 2は、「共通投票所の設置」に関する課題の頻出語の一覧である。本稿 3.4でも示したように現状では「ネ

ットワーク構築の費用」が課題として最も選択されていたが、今後の課題として、名詞として「ネットワー

ク」や「システム」、サ変名詞として「構築」が見られ、ネッワークの構築が課題となることが示唆される。

また、サ変名詞で「防止」、形容動詞で「不正」という語が上位にあり、複数の投票所を選択出来ることに伴

い、不正の防止が課題と目されていることがうかがえた。 

 

表２ 「共通投票所の設置」に関する課題の頻出語

 

(作成：筆者 表中の数字は語の登場回数) 

4. 考察 

 本調査の結果から、期日前投票所の拡大については、事務作業の負担があり、投票環境の向上の効果はあ

まり見込まれず、拡大が見込まれていないことが明らかとなった。また、共通投票所の設置については、ネ

ットワーク構築の費用などの課題があるものの、投票環境の向上の効果が見込まれ、今後は設置を拡大すべ

きであると目されていることが明らかとなった。共通投票所の設置に関して先の第 24回参議院選挙における

実施例では、函館市と南阿蘇村は従来の「物理的な専用回線」を用いて実施し、平川市と高森町はインター

ネット回線の一部を閉域網(特定の拠点間のみで通信可能)として用いる IP-VPN を「仮想的な専用回線」とす

ることで使用していた。さらに平川市は無線での接続に踏み切り、事故なく参院選を終えていた[2]。ネット

ワークの構築など情報システム面の課題は克服可能であり、今後の設置拡大が見込まれるものと考えられる。 
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